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同時施工による短縮化
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簡易な復旧工法

 仮復旧材料（EPS）を標準適用することで、埋戻し及び再掘削を回避
 繰り返し掘削による再掘削時間を低減
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既設管路の活用

・ 既設のマンホールや管路を活用することで、ガス管等の支障移設が不要となり、効率的に無電柱
化を行うことが可能となる。

水道管
ガス管

平面図（従来） 平面図（規制緩和後）

断面図(Ａ･Ａ)：既設マンホール部（従来） 断面図(Ａ･Ａ)：既設マンホール部（規制緩和後）

断面図(Ｂ･Ｂ)：管路部（従来） 断面図(Ｂ･Ｂ)：管路部（規制緩和後）

既設管路(水道、ガス等)の支障移設が必要 既設埋設物の支障移設を回避

電力管(新設)

通信管

水道管
ガス管

電力管(新設)

通信管

既設通信管
ガス管（既設）電力管

（新設）

1,400mm

1
,7
0
0
m
m

移設

移設

既設通信管
ガス管（移設）

水道管（移設）

電力管
（新設）

1,400mm

1
,7
0
0
m
m 既設通信管

ガス管（既設）

水道管（既設）

電力管
（新設）

既設ﾏﾝﾎｰﾙ
既設ﾏﾝﾎｰﾙ

ｸﾛｰｼﾞｬｰ

ｹｰﾌﾞﾙ

引込み管 引込み管

分岐桝
（新設）

既設通信管

ガス管（既設）

電力管（新設）

水道管
（既設）

水道管
（既設）

①埋設基準緩和

⇒浅層埋設

②離隔距離基準緩和

⇒通信線と電力線

の近接埋設
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支障移設が必要
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＜既存ストックを有効利用した例＞

右下に通信管用の
取付口を増設
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連続溝掘削機（トレンチャー）による掘削実験（京都市）

○連続溝掘削機トレンチャーによる国内での掘削実験は、これまで実験場内で行っている
が、供用中の道路での実験は実施されていないため、東一条通において、供用中の道路
での施工性に関するデータの取得を目的として実施

■実験内容
・ケーブル埋設用溝の掘削作業において作業時間の短縮が図れると考えられる連続溝掘削機トレ
ンチャーによる掘削（試掘）を供用中道路で行い、トレンチャーの施工性を確認する。
掘削延長：L＝２０ｍ

■検証結果①
・トレンチャーにより延長２０ｍの溝を掘削する場合、常設作業帯の規模として幅2.5m×延長40mあ
れば施工可能であることを確認した。

■検証結果②
・トレンチャーとバックホウでそれぞれ延長２０ｍの溝を掘削し、作業時間を比較した結果、トレン
チャーの作業時間はバックホウの約１/４であった。

○トレンチャー： ２分３５秒 ○バックホウ ：１１分２０秒
・トレンチャーによる掘削の方が、側面から土砂の崩落も少なく、基面の不陸も少なかった。
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地公体における国債の活用について（無電柱化推進計画支援事業）

 平成３１年度より創設される「無電柱化推進計画支援事業」で実施する事業について
は、国債の活用が可能。

今までの
単年度発注の場合

国債の活用により
施工期間を確保

事業のスピードアップ
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自治体の無電柱化推進体制
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○市街地※を有する市区町村（１，２１２団体）のうち、６８４団体は無電柱化事業を実施したこ
とがなく、 うち１７２団体は土木技術職員が１人もいない

点検内容・結果

市区町村の無電柱化事業の実績、担当する技術職員数を確認し、市区町村における無電柱化の体
制を点検

点検内容

点検結果

１．全国の市区町村のうち、土木技師職員が１

人いなく、無電柱化を実施したことのない自治

体は４５０団体であり、全市区町村の約２６％

を占める。

無電柱化経験なし

土木職員ゼロ

1,252

489

土木職員ゼロ
かつ
無電柱化経験なし

450＜1,741市区町村＞

＜1,741市区町村＞

＜1,741市区町村＞

２．市街地がある１,２１２団体のうち、 １７２団

体は、無電柱化を実施したことがなく、土木技

師職員が１人もいない。

＜1,212市区町村＞

無電柱化経験
あり
528

無電柱化経験
なし

684

うち土木職員ゼロ

29

うち土木職員ゼロ

172

※ ここでの市街地は、用途地域の指定がされている地域をいう



合意形成に係る技術ガイド（仮称）の作成
１．技術ガイドの概要
• 作成目的、関係者、適用範囲、用語の定義
• 合意形成に関する基礎事項（意義、留意点、手法の特色 等）

２．無電柱化に関する基本事項
• 無電柱化に関する基礎知識（効果、方法、設備、事業手法 等）

• 無電柱化の方式（無電柱化の構成、構造、費用負担 等）

３．合意形成の⽅法
３−１ 無電柱化の事業フローと合意形成プロセス
３−２ 無電柱化における段階ごとの合意形成

３−３ 別途配慮が必要な無電柱化⽅式における合意形成

４．合意形成の事例

（１）調査検討段階の協議等
• 対象路線の選定
• 整備手法の決定
• 地上機器設置の民地活用の方針

（２）設計段階の協議等
• 無電柱化計画案の策定
• 無電柱化の詳細計画の決定

（３）施⼯段階の協議等
• 工事への理解と協力の取り付け
• 工事の進捗管理

（１）既存ストックの活⽤
（２）軒下配線⽅針・裏配線⽅式の活⽤
（３）単独地中化⽅式の活⽤

①コストが⾼い

②電⼒・通信事業者との調
整が困難

③トランスの置き場がない

④道路が狭隘で事業実施が
困難

⑤事業期間が⻑い

⑥地域住⺠の協⼒が得られ
ない（得られにくい）

⑦ノウハウがない

⑧事業を理解する⼈材不⾜

※無電柱化を推進する市区町村の会において実施した
アンケート調査結果

※252団体中196団体から複数回答（回答率78%）

○無電柱化を実施するにあたっての課題

複数回答あり

7



無電柱化ワンストップ相談窓口の設置（案）

○ 全国約１，７００の市区町村のうち、無電柱化を実施したことがある自治体は約４００（１／４程度）に
とどまる

○ 首長、市民は、無電柱化を希望しても、実現の可能性の見通しが立たず、関係者も幅広く、
どこに相談してよいかわからない

○ そこで、地方ブロック無電柱化協議会に無電柱化ワンストップ相談窓口を設置し、事業化に向けた
道筋を助言

市町村

市民 開発
事業者

相
談

回
答

相
談

回
答

相談

回答

地元協議会参加

事務局
（地方整備局 道路管理課）

電力会社

通信会社
照会

回答

外部有識者

例）（一社）建設コンサルタンツ協会、
国・県ＯＢ

協定締結
（現地調査が必要な場合）

派遣依頼

無電柱化ワンストップ相談窓口

地方ブロック無電柱化協議会

必要に応じ、県
又は国道事務所
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